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アジア経済法令ニュース No.18-30 

 添付法令資料 1： モロッコの建築士会に関する 1976 年 12 月 17 日付法律 

  第 1-73-452 号に係る勅令第 38 条を適用するための 

  1976 年 12 月 29 日付政令第 2-78-862 号（目次） 

 添付法令資料 2： 韓国エネルギー利用合理化法（目次） 

 添付法令資料 3： 植物検疫に関するウズベキスタン共和国法律・最新版（目次） 

 添付法令資料 4： 電子マネーに関する2018年5月3日付インドネシア中央銀行 

  規則 No.20/6/PBI/2018（目次） 

 添付法令資料 5： 商工省の国家管理範囲に属する投資・経営条件に関する若干の 

  議定を修正するベトナム政府の議定（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2018 年 7 月 27 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 種苗法第十三条第一項の規定に基づき品種登録出願を公表する件（農林水産

省告示第 1700 号） 

18.07.23 公布 

2 租税に関する相互行政支援に関する条約第六条の規定に基づく自動的な情報

の交換に関する日本国政府とモナコ公国政府との間の書簡の交換に関する件

（外務省告示第 245 号） 

18.07.25 公布 

3 人材育成奨学計画のための贈与に関する日本国政府とガーナ共和国政府との

間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 246 号） 

18.07.25 公布 

4 公職選挙法の一部を改正する法律（法律第 75 号） 

18.07.25 公布 

5 種苗法第十八条第一項の規定に基づき品種登録した件（農林水産省告示第

1731 号） 

18.07.26 公布 

6 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律の一部を改

正する法律の施行期日を定める政令（政令第 224 号） 

18.07.27 公布／一部を除き、18.10.01 施行 

7 鉄道軌道整備法の一部を改正する法律の施行期日を定める政令（政令第 227

号） 

18.07.27 公布／18.08.01 施行 

8 医療法等の一部を改正する法律の一部の施行期日を定める政令（政令第 229

号） 

18.07.27 公布／18.12.01 施行 
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第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 3 ロシア 

1 国家支払システムに関するロシア連邦法律第 14 条への変更の導入に関する

2018 年 6 月 27 日付ロシア連邦法律 No.169-FZ 

2 未成年者の放置及び非行を予防するシステムの基礎に関するロシア連邦法律

並びにロシア連邦における教育に関するロシア連邦法律第 22条及び第 66条へ

の変更の導入、並びにロシアソヴィエト連邦社会主義共和国及びロシア連邦の

個別の法規（法規の規定）の失効の認定に関する 2018 年 6 月 27 日付ロシア連

邦法律 No.170-FZ 

3 連邦国家単一企業体「ロシア郵便」の再組織の特例及び株式会社「ロシア郵

便」の活動の基礎並びに個別のロシア連邦法規への変更の導入に関する 2018

年 6 月 29 日付ロシア連邦法律 No.171-FZ 

一部を除き、公布の日から施行 

4 電力システムを他の電力システムに統合する際の関係の調整に関して電力に

関するロシア連邦法律へ変更を導入することに関する 2018年 6月 29日付ロシ

ア連邦法律 No.172-FZ 

公布の日から施行 

5 個別のロシア連邦法規への変更の導入に関する 2018 年 6 月 29 日ロシア連邦

法律 No.173-FZ 

公布の日から施行 

6 個別種類の法人による商品、労務又は役務の買付けに関するロシア連邦法律

並びに国及び地方自治体需要のための商品、労務又は役務の買付けの分野にお

ける契約システムに関するロシア連邦法律への変更の導入に関する 2018 年 6

月 29 日付ロシア連邦法律 No.174-FZ 

一部を除き、公布の日から施行 

7 集合住宅又はその他の不動産物件の持分分担による建設への参加及びいくつ

かのロシア連邦法規への変更の導入に関するロシア連邦法律並びに個別のロ

シア連邦法規への変更の導入に関する 2018 年 7 月 1 日付ロシア連邦法律

No.175-FZ 

一部を除き、18.07.01 から施行 
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8 ロシア連邦における経済特別区に関するロシア連邦法律及び個別のロシア連

邦法規への変更の導入に関するロシア連邦法律第 9 条の個別の規定の失効の認

定に関する 2018 年 7 月 3 日付ロシア連邦法律 No.176-FZ 

公布の日から施行 

9 上水道及び下水道に関するロシア連邦法律第 2 条への変更の導入に関する

2018 年 7 月 3 日付ロシア連邦法律 No.177-FZ 

10 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 外国貿易管理法及び外国貿易管理法の若干の条項の細則を定める政府の

2018 年 5 月 15 日付第 69/2018/NĐ-CP 号議定の若干の条項の細則を定める通

知 

商工省の 2018 年 6 月 15 日付第 12/2018/TT-BCT 号通知／18.06.15 施行 

2 土地賃料及び水面賃料の収受に関して定める政府の 2014 年 5 月 15 日付第

46/2014/NĐ-CP 号議定の若干の条項を指導する通知を合一する合一文書 

財政省の 2018 年 6 月 25 日付第 20/VBHN-BTC 号合一文書 

3 国防法 

18.06.08 可決 法律第 22/2018/QH14 号／19.01.01 施行 

4 競争法 

18.06.12 可決 法律第 23/2018/QH14 号／19.07.01 施行 

5 告発法 

18.06.12 可決 法律第 25/2018/QH14 号／19.01.01 施行 

6 ネットワーク安全法 

18.06.12 可決 法律第 24/2018/QH14 号／19.01.01 施行 

 

第 5 韓国 

1 北朝鮮離脱住民の保護及び定着支援に関する法律施行規則一部改正令 

18.07.20 公布 統一部令第 98 号／同日施行 

2 日本・中国及びフィンランド産塗工印刷用紙に対するダンピング防止関税賦

課に関する規則制定令 

18.07.20 公布 企画財政部令第 684 号／18.07.22 施行 

3 自動車総合検査の施行等に関する規則一部改正令 

18.07.20 公布 国土交通部令第 537 号／同日施行 

4 社会的惨事の真相究明及び安全社会建設等のための特別法施行令制定令 

18.07.24 公布 大統領令第 29065 号／同日施行 

5 自然災難救護及び復旧費用負担基準等に関する規定一部改正令 

18.07.24 公布 大統領令第 29058 号／同日施行 

6 情報通信工事業法施行令一部改正令 

18.07.24 公布 大統領令第 29057 号／18.08.22 施行 

7 地方自治団体を当事者とする契約に関する法律施行令一部改正令 

18.07.24 公布 大統領令第 29059 号／同日施行 
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第 6 台湾 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 7 シンガポール 

1 CUSTOMS (DUTIES) (AMENDMENT NO. 3) ORDER 2018 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 23 

July 2018 and comes into operation on 24 July 2018; No.S471/2018 

 

第 8 タイ 

1 仏暦 2561 年（西暦 2018 年）汚職防止及び撲滅に関する憲法施行法 

18.07.20 制定／18.07.22 施行 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 DEPARTMENT OF SCIENCE AND TECHNOLOGY 

  POLICY AND GUIDELINES FOR LEASE OF TRC (TECHNOLOGY 

RESOURCE CENTER) PROPERTIES  

18.01 付  

2 LAND TRANSPORTATION FRANCHISING & REGULATORY BOARD 

  MEMORANDUM CIRCULAR No.2018-006 

  GUIDELINES FOR THE PUBLIC UTILITY VEHICLE 

MODERNIZATION PROGRAM’S INITIAL IMPLEMENTATION 

PURSUANT TO DEPARTMENT ORDER NO.2017-11, OTHERWISE 

KNOWN AS THE OMNIBUS FRANCHISING GUIDELINES 

18.03.13 付 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 
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第 13 カザフスタン 

1 刑法、刑事訴訟法及び法執行機関及び特別国家機関の活動問題に係るいくつ

かのカザフスタン共和国法令への変更及び追加の導入に関するカザフスタン

共和国法律 

2018 年 7 月 12 日付 No.180-VI ZRK／一部を除き、公布の日から 10 暦日

の経過後に施行 

2 新たに発見された事情による刑事事件に係る裁判文書の再審のいくつかの問

題に係るカザフスタン共和国最高裁判所の規範的決定 

2018 年 6 月 29 日付 No.9／公布の日から施行 

3 刑事事件に係る訴訟費用の徴収に関するカザフスタン共和国最高裁判所の規

範的決定 

2018 年 6 月 29 日付 No.10／公布の日から施行 

4 有限責任会社及び補充責任会社に関する法令の適用のいくつかの問題に関す

る 2008 年 7 月 10 日付カザフスタン共和国最高裁判所の規範的決定 No.2 への

変更及び追加の導入に関するカザフスタン共和国最高裁判所の規範的決定 

2018 年 6 月 29 日付 No.11／公布の日から施行 

5 株式会社に関する法令の適用のいくつかの問題に関する 2009 年 12 月 28 日

付カザフスタン共和国最高裁判所の規範的決定 No.8 への変更の導入に関する

カザフスタン共和国最高裁判所の規範的決定 

2018 年 6 月 29 日付 No.12／公布の日から施行 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 ウズベキスタン共和国内閣付属原子力開発庁の活動の組織化に関するウズベ

キスタン共和国大統領決定 

2018 年 7 月 19 日付 No.PP-3870／同月 20 日施行 

2 ウズベキスタン共和国における原子力の開発に係る措置に関するウズベキス

タン共和国大統領令 

2018 年 7 月 19 日付 No.UP-5484／同月 20 日施行 

3 サマルカンド地方における小規模工業ゾーンの拡大に係る措置に関するウズ

ベキスタン共和国内閣決定 

2018 年 7 月 19 日付 No.556／同月 20 日施行 

4 ウズベキスタン共和国の刑法典、刑事訴訟法典及び民事責任法典への変更及

び追加の導入に関するウズベキスタン共和国法律 

2018 年 7 月 20 日付 No.ZRU-485／一部を除き、同月 21 日から施行 

5 対外資金調達財源の多様化に係る追加措置に関するウズベキスタン共和国大

統領決定 

2018 年 7 月 21 日付 No.PP-3877／同月 23 日施行 

6 2018 年におけるウズベキスタン共和国国家予算の基本的マクロ経済指数及

びパラメーターの予測に関する 2017 年 12 月 29 日付ウズベキスタン共和国大

統領決定 No.PP-3454 への変更の導入に関するウズベキスタン共和国大統領決 

2018 年 7 月 23 日付 No.PP-3879／同日施行 
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7 商業銀行による銀行カードの発行及びそのウズベキスタン共和国における流

通手続に係る規程への変更及び追加の導入に関するウズベキスタン共和国中

央銀行理事会の決定 

2018 年 6 月 16 日付 No.21/4 同年 7 月 23 日法務省登録 No.1344-5／同

年 10 月 25 日施行 

8 ウズベキスタン共和国の国有財産の管理制度の批判的調査の組織化に関する

ウズベキスタン共和国大統領令 

2018 年 7 月 23 日付 No.R-5343／同日施行 

9 土地法令の改正に向けられたいくつかのウズベキスタン共和国法令への変更

及び追加の導入に関するウズベキスタン共和国法律 

2018 年 7 月 24 日付 No.ZRU-487／同年 10 月 26 日施行 

10 2018 年及び 2019 年における投資及びインフラストラクチャー・プロジェク

トの加速化に係る追加措置に関するウズベキスタン共和国大統領決定 

2018 年 7 月 19 日付 No.PP-3874／同月 26 日施行 

11 国際郵便及び宅配便において自然人宛に配達される商品のコントロールの保

障に係る措置に関するウズベキスタン共和国大統領決定 

2018 年 7 月 19 日付 No.PP-3873／同月 20 日施行 

 

第 15 トルコ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 16 ポーランド 

1 リヴァイタライゼーション（revitalization）に関する 2015 年 10 月 9 日付法

律の単一テキストの公布に関する 2018 年 6 月 29 日付国会下院議長の公告

No.1398 

18.07.23 公布 

2 危機管理に関する 2007 年 4 月 26 日付法律の単一テキストの公布に関する

2018 年 7 月 6 日付国会下院議長の公告 No.1401 

18.07.23 公布 

3 ヴィスワ・ラグーンをグダニスク湾と結ぶ水路の建設分野への投資に関する

2017 年 2 月 24 日付法律の変更に関する 2018 年 6 月 6 日付法律 No.1402 

18.07.23 公布／公布の日から 7 日の期間経過後に施行 

4 農業制度の形成に関する 2003 年 4 月 11 日付法律の単一テキストの公布に関

する 2018 年 7 月 6 日付国会下院議長の公告 No.1405 

18.07.23 公布 

5 下院議員及び上院議員のマンデイト（mandate）の実行に関する 1996 年 5

月 9 日付法律の変更に関する 2018 年 6 月 15 日付法律 No.1416 

18.07.23 公布／公布の日から 14 日の期間経過後に施行 

6 資本市場に対する監督に関する 2005 年 7 月 29 日付法律の単一テキストの公

布に関する 2018 年 6 月 29 日付国会下院議長の公告 No.1417 

18.07.24 公布 

7 憲法裁判所の裁判官の地位に関する 2016 年 11 月 30 日付法律の単一テキス
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トの公布に関する 2018 年 7 月 5 日付国会下院議長の公告 No.1422 

18.07.24 公布 

8 2014 年ないし 2020 年の財政見通しにおける資金供与に係る一貫性政策の分

野におけるプログラムの実現原則に関する 2014年 7月 11日付法律の単一テキ

ストの公布に関する 2018 年 6 月 29 日付国会下院議長の公告 No.1431 

18.07.25 公布 

9 使用者の支払不能の場合における被用者の請求の保護に関する 2006 年 7 月

13 日付法律の単一テキストの公布に関する 2018 年 7 月 6 日付国会下院議長の

公告 No.1433 

18.07.25 公布 

10 企業及び銀行のファイナンス・リストラクチャリング並びにいくつかの法律

の変更に関する 1993年 2 月 3 日付法律の単一テキストの公布に関する 2018年

7 月 5 日付国会下院議長の公告 No.1439 

18.07.26 公布 

11 普通裁判所制度に関する法（2001 年 7 月 27 日付法律）及びいくつかのその

他の法律の変更に関する 2017 年 7 月 20 日付法律 No.1443 

18.07.26 公布／一部を除き、公布の日から 14 日の期間経過後に施行 

 

第 17 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 18 ミャンマー 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 19 添付法令資料 

   1 モロッコの建築士会に関する 1976年 12月 17日付法律第 1-73-452号に係る

勅令第 38 条を適用するための 1976 年 12月 29 日付政令第 2-78-862号（目次） 

   2 韓国エネルギー利用合理化法（目次） 

   3 植物検疫に関するウズベキスタン共和国法律・最新版（目次） 

   4 電子マネーに関する 2018 年 5 月 3 日付インドネシア中央銀行規則

No.20/6/PBI/2018（目次） 

   5 商工省の国家管理範囲に属する投資・経営条件に関する若干の議定を修正す

るベトナム政府の議定（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 
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瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

萩野 敦司  弁護士：韓国・越南・タイ・ミャンマー・ラオス・カンボジア・モン

ゴル・インドネシア法令担当 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

北中 佳恵  弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 



 

 9 

伏原 宏太  シニアコンサルタント：越南法令担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

廣川 梓   パラリーガル：韓国・インドネシア・モンゴル・越南法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


